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年度 2か月 4か月 9か月 18か月 36か月
55 83．3 79．2 82．3 89．7 93．7
56 86．2 82．8 82．8 94．1 93．4
57 85．7 81．8 77．3 90．0 93．5
58 86．8 76．0 74．7 95．4 91．6
59 89．2 90．2 85．2 91．9 93．8

















































































































































































年度 被検者 1か月 3か月 6か月
55 414 14 31 369
56 419 16 50 353
57 406 11 58 337
58 423 5 42 376












年度 1回目 2回目 3回目 4回目
55 414 305 244 184
56 419 298 239 184
57 406 300 245 186
58 423 311 265 207
59 339 288 211 161
平均
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と表3のように第2回（2歳1か月）では75．1％
第3回（2歳7か月）60．2％，第4回（3歳1か
月）では46．1％と減少していった．以上の結果よ
り年et　2回の受診でも任意の場合には，それを継
続することはなかなか困難であることが明らかと
なった1）．定期的に受診することが，むし歯予防に
重要であることはよく言われている．しかし実際
にはどれくらい行なわれているかについてみる
と，昭和56年の保健衛生基礎調査の概要によれば
むし歯のために「定期的に歯科検診を受けさせて
いる1と回答した母親は11．6％にすぎなかった．
6）1歳6か月児での受診希望者群と非希望者群
のむし歯保有率の比較：図11のように希望者群に
ついてみると，56年では16．0％であったが58年よ
り減少し10％以下になった．これに対して非希望
者群では56年では42．3％と高率であったが，年と
ともに減少傾向が見られ61年には19．2％に減少し
た．これらの結果より定期検診を希望する保護老
と，希望しない保護者の間にはその児のむし歯保
有率について，x2検定によると1％の危険率で有
意の差が見られた．
7）3歳児での受診希望者群と非希望者群のむし
歯保有率の比較：図12にみるように受診希望者群
は55年は33、3％であったが，62年には23．2％と漸
　％
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図11　1歳6か月児健康診査時のむし歯有病率
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図12：3歳での定期歯科保健指導受診別のむし歯有病率
減の傾向が見られた．これに対して非希望者群で
は60％台で経年的な変化は見られなかった．希望
者群と非希望者群について，x2検定を行なったと
ころ1％の危険率で有意の差がみられた．
　於保20｝らは母親および幼児への歯科衛生教育，
幼児自身の歯口清掃習慣の形成，早期発見，早期
処置とを目標とした活動を行なっている．その評
価でむし歯保有率および1人当たりむし歯数で
も，減少がみられたとしている．今回の活動から
いえることは，むし歯予防のためには定期の予防
活動に保護者が参加することが重要であり，その
ような行動を如何に普及させるかにあると思われ
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　　　　　図13：保健方策分析のための疫学モデル（ディーバー）
た．
むし歯保有率減少についての分析
　ラロンド4｝は健康領域概念（The　Health　Field
Concept）として，健康は環境，ライフスタイル，
人間生物学および保健医療体制の4つの領域に
よって成り立つという考えを発表した．そして
ディーバー4）はラロンドの概念をさらに拡張し，
保健方策分析のための疫学モデルとして，ラロン
ドがあげた4領域について図13のようにそれぞれ
が構成している因子を3つずつ上げた．この疫学
モデルにしたがってむし歯の減少因子を，分析す
るための検討因子とすることが適当であると考え
た．
1．保健医療体制（表4，図14－16）
　保健医療体制は，社会復帰的，治療的，予防的
の3つの因子があるとしている．むし歯について
関係ある因子としては治療的と予防的であり社会
復帰的，すなわちリハビリテーションはむし歯と
は関係ないものとした．したがって保健医療体制
の面からは，予防的と治療的な面から分析するこ
とにした．
1）乳幼児についてのむし歯予防体制：第2次世
界大戦後は連合軍の影響下におかれ，昭和22年に
保健所法の改正がされた．そして保健所業務の1
つとして，歯科衛生に関する事項を行なうことに
なった．翌年には厚生省公衆衛生局長および予防
局長は「保健所における歯科衛生業務内容」につ
いての通達を行なった．その中で乳幼児について
は「強健な口腔及び歯牙の発育完成につき妊産婦，
母性，乳幼児の栄養指導其の他の保健指導」が定
められた．以上の根拠をもとに主に保健所業務を
中心として，乳幼児の歯科検診が行なわれたが，
一般の乳幼児とくに幼児の歯科検診の普及は困難
であった．その後27年には児童福祉法の改正によ
り母子歯科保健指導事業としての，妊産婦及び乳
幼児の歯科検診が行なわれることになった．36年
にはふたたび児童福祉法が改正され，3歳児健康
診査と歯科検診が定められた．これによって，全
国で3歳児は所かつの保健所の実施する歯科検診
を受診することになった．そして40年の母子保健
法の制定により3歳児健康診査は，本法により行
なわれるようになり10年の間に歯科検診の受診率
は飛躍的にあがった．52年にはこれまでの3歳児
健康診査をふまえて，厚生省児童家庭局長通達に
より各市町村で1歳6か月健康診査が行なわれる
ようになった．
　以上のように健康診査とそれに基づく保健指導
により，保護者への衛生教育を行ないむし歯予防
活動を行なってきた．
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2）厚生省および日本歯科医師会などの活動：幼
少年のう蝕罹患状況は極めて高いことより，診療
体制上から社会保険診療における乳幼児の別点数
の設定による対策が提唱される一方，もっと広い
範囲での国家的施策としてのう蝕予防対策が強く
望まれていた．このような背景の中で日本歯科医
師会は，歯科保健に関する基本的法律は見ること
ができないため総合的施策が立てられないとし
て，国民の歯科保健の向上をめざすための「う蝕
予防法」（仮称）の制定を推進することにした．一
方厚生省は厚生大臣の諮問機関として「歯科保健
問題懇談会」を設置して，46年より4年間にわたっ
て懇談し，歯科保健の推進体制として具体的項目
として保健所歯科保健活動の推進、地域口腔保健
センターの設置などを上げた．49年には日本歯科
医師会は「小児う蝕抑制問題懇談会」を発足させ
「よい歯のよい子のよいおやつ運動要綱」また「砂
糖（しょ糖）とう蝕についての考え方」「乳幼児の
食生活とう蝕との関係についての考え方」「含糖嗜
好飲料と乳幼児う蝕との関係についての考え方」
など乳幼児むし歯予防のための数々の答申を行
なった．
　これらの答申により乳幼児むし歯に対しての病
因などについてのまとめが行なわれ，予防活動に
対する準備はほぼ整った．
　51年には厚生省はふたたび「小児歯科保健対策
検討会」を発足させ小児の歯科保健の現状，基本
的な方針などについて検討し具体的には1歳6か
月児歯科健康診査を中心に行なうことを決めた．
52年にはう蝕罹患の低年齢化傾向と，その保有率
の高さはすでに歯科医師のみの努力では，どうす
ることも出来ないところまできている．この現実
に日本歯科医師会も数々の予防的施策を提案し実
行してきたが，全国母子保健団体等と話し合いこ
の問題をともに解決する努力を期して「母子歯科
保健推進協議会」を組織化することになった．以
上のように厚生省，日本歯科医師会は乳幼児むし
歯予防のための施策実施のための努力をしてき
た．
3）乳幼児のむし歯治療体制：昭和30年頃より各
歯科大学付属病院において小児歯科診療が行なわ
れるようになった．そしてだんだん小児歯科学講
座が各歯科大学ic設置され小児歯科医の養成，学
生への教育が行なわれるようになってきた．53年
に医療法の改正により小児歯科の標榜が認められ
るようになった．標榜が認められた当時，歯科診
療所のうちで小児歯科を標榜した診療所数は約
2，000ヵ所であったがその後増加し，56年には
3，000ヵ所，そして59年には5，000ヵ所となり歯科
診療所に占める割合は11．8％になった．62年には
日本小児歯科学会は認定医制度を発足させ，約400
表4：母子保健のための諸対策
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師会）
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図14：歯科診療所数の増加
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名の認定医を誕生させた16）．以上のような経過を
へて小児歯科の医療体制は確立していった．これ
らの小児歯科関係者の充実と並行して歯科医療施
設としての歯科診療所数も全国的に増加していっ
た．例えば図14のように松本市，塩尻市ではこの
10年間trCl．5～　2倍に増加した．このことは幼児の
むし歯の軽症化にともない一般の歯科診療所でも
幼児の治療が行なわれるようになった．このよう
なことから50年前後の待ち患者は急激に減少して
いき歯科医療の供給面でも問題は消失した．
4）乳幼児の歯科受療の実態：1～4歳までの歯
および歯の支持組織の疾患（そのほとんどはむし
歯）についての受療の実態は，毎年行なわれる患
者調査の結果から知ることができる．この調査で
は患者を新来患者（初診）と再来患老に分けてま
とめている．人口10万対の新来患老数を見ると，
1歳では10～20人と低く3歳で約200人，4歳で
300人と増加するが，昭和45年から58年の間にはそ
の増域はほとんど見られない．これらに対して再
来患者数は図15に示すように，3～4歳では経年
的に減少する傾向が見られている．歯科診療所の
患者では再来患者が占める割合が大きいので，こ
の減少は患老数の減少を示す結果となっている．
また前回から調査日までの日数別にみた再来患者
累積百分率をみると，45年当時は2～3日間隔で
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図151年齢別歯および歯の支持組織疾患の再来患者率
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来院する患者が多かったが，50年以降は5～6日
間隔で来院する患老が多くなっている．このよう
に来院間隔が大きくなっているのは，むし歯の病
態の軽症化と小児歯科治療の変化によるものであ
ろう．また図16のように歯科疾患実態調査の結果
から治療の実態を見ると，乳歯については32年当
初は未処置者が100％であったものが，56年には
50％に減少しておりこの25年の間に幼児のむし歯
受診の機会は増加したことを示している．
　45年以前の状態についてみると，幼児の受療率
は35年には303人であったのが，43年には874人と
約3倍に増加している．この間には，36年に国民
皆保険の体制が実現している．このことにより国
民は，安心して受診することができるようになっ
た．しかし44年からは受療率の減少傾向が始まる
ことになった．このような状態が生じた原因とし
ては，落合19）はあくまで日本の高度経済成長が咲
かせた仇花だったとしている．また46年には日本
小児歯科学会の総会では「患者の洪水をどうする
か」と題してシンポジウムが開かれている．田熊
ら27）によれば，待ち患者の数は50年まで増加して
以後急激に減少していったとしている．以上のよ
うな急激な増減の時期をへて幼児の受療率は
100
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図16：う蝕右病者率の年次推移・処置状況別（乳歯）
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500～600人（人口10万対）と一定な状態を維持す
るようになった．
2．ライフスタイル（図17－18）
　ライフスタイルは就業形態リスク，消費行動，
レジャー活動リスクの3つの因子を上げている．
そのうちでむし歯の減少と関係があるのは消費行
動のみと考えられる．消費行動としては食事習慣，
生活に必要な物資の消費の傾向などが含まれる．
昭和60年度版の国民栄養の現状によれぽ，植物食
品については米の摂取量がゆるやかながらも依然
として減少傾向にあり，小麦類，いも類などその
他の食品はほぼ横ぽいを示している．一方動物性
食品については，魚介類，肉類，卵類の摂取はほ
ぼ横ぽいであるが，乳・乳製品は増加の傾向を示
している．このような中にあって1人当たり砂糖
消費量の年次推移を見ると昭和48年が最大で
29．29kgであったが，次第に減少し51年には
21．16kgまで減少した．再び増加に転じたが55年
以降は22－23kgになっている．むし歯の発生を
砂糖消費量から見ると年間消費量を15Kg以下で
ないと影響が現われないとしている．しかし他の
因子と組み合わせられるとそれ以上でも影響が現
われるとの意見もあり，影響がないとはいえない
であろう．
　また2度の石油危機に見舞われたことにより消
費行動が変わってきたといわれている．その中で
の特徴として食生活の外部への依存度を高めるこ
とにより，食生活の内容を多様化しまた家事労働
の軽減を図っていることである．外食費の高い伸
（9）
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図17：主要食品群別摂取量の年次推移（1人1日当たり）
の背景には食生活に対する意識の変化，多様化志
向，および主婦の家事負担軽減への志向が大きな
要因としてあげられるIS）．このような変化がむし
歯予防にいかなる影響を与えているかは今後の追
求の課題であろう．
3．環境
　社会的，心理的，物質的の3つの因子が上げら
れているが，むし歯の保有率の減少と直接結びっ
くような因子は，現在のところ不明である．
4．人間生物学
　遺伝，生理機構，成熟・加齢の3つの因子が上
げられているが，幼児について特に変化はない．
ただ集団的には出生率の低下にともない幼児の総
数は減少している．この減少がむし歯保有率の減
少とどのような関係があるかは不明である．
　以上が保健方策分析のための疫学モデルにもと
ついてむし歯保有率の減少に因果関係があると予
想される因子についてまとめたものである．この
ほかの因子については今後の研究にまたねぽなら
ない．
ま　　と　　め
1．むし歯の定義について
　歯科疾患については第9回修正国際疾病分類
（lnternational　Classification　of　Dideases）にょ
れば，傷病大分類では「歯および歯の支持組織の
疾患」となっている．そして小分類ではう蝕症，
歯肉および歯周疾患，その他の歯の疾患に分けら
れている．基本分類番号および傷病名ではう蝕症
〈むしば〉となっている．しかし第8回修正分類
では〈むしば〉はう蝕症，歯髄炎，歯髄壊死を含
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んでいた．一般にむし歯あるいはう歯という語句
が意味するものは，歯の硬組織の欠損の程度では
C1～C、をすべて含んでいる．歯科疾患実態調査で
は，このようなものを未処置歯と呼んでいる．ま
た病名からみるとう蝕症，歯髄炎，根尖性歯周炎
のいずれであるものをむし歯といっていることが
多い．むし歯の調査のさいには国際疾病分類に見
るような，う蝕症すなわち〈むしば〉ではなく先
に述べたようにその範囲を広く解釈したほうが適
当であろう．
　未処置歯と処置歯の取扱では，処置歯も未処置
歯も同様にむし歯としてむし歯を保有しているこ
とになっている．一部の見解としては処置歯をむ
し歯と数えずに集計した統計もある．これまでは
乳歯の処置はほとんどされていなかったので問題
にはならなかったが，処置率の向上とともに処置
歯をどう扱うのか決めることが必要になる．
2．むし歯統計の取り方
　むし歯の統計は定量的にはむし歯保有率，半定
量的には1人当たりむし歯数，定性的にはむし歯
罹患型でとられている．これまではむし歯を減少
させればよいとしていたので，むし歯保有率の増
減について調べればよかった．しかし保有率では
余りに高率のため，1人当たりのむし歯数を調査
していた．むし歯保有率は年とともに漸減の傾向
にあることから，このような状態がむし歯罹患の
状態にどのように影響を与えているかを調べる必
要にせまられる．そのためには定量的に把握する
よりも，定期的に把握することが必要とされる．
現在，定性的にはむし歯罹患ABC型で調査され
ている．この方法以外に定性的にむし歯の状態を，
つかむことができるか今後の課題であろう．これ
からは集団としての対応よりも，個々の対応の方
向に進みつつある公衆衛生活動の上からも，：是非
ともむし歯の状態を定性的（軽重度）につかむこ
とが必要であろう．
　むし歯の統計の際に，しばしぽむし歯罹患率と
いう語句が使用されている．むし歯はどちらかと
いえば慢性疾患の病態に近いので，罹患率で調査
されたことはなくすべて有病率で調査されてい
る．このため罹患率ではなく，有病率または保有
率といった静態統計で取られることが適当であ
る．
3．歯科保健向上のための資料の蓄積と解析シス
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　国際保健機関は2000年までの歯科保健の目標と
して6項目をあげた5）．その中で目標6「歯科保健
向上を監視するための資料の蓄積と解析システム
を確保する」がある．このことは現在世界の規模
で行なわれている，感染症サーベイランスにあた
いするものである．現在の歯科保健活動の一部と
して目標1～5までの項目に集中しているきらい
がある．これらの目標に到達したかを評価するた
めに，是非とも正確な資料にもとつく基準に合わ
せて，行なわなければならない．そのためには昭
和32年から実施されている歯科疾患実態調査をも
とにして，この調査を将来どのように行なってい
くのかが重要な課題となる．また幼児についてい
えば，1歳6か月児，3歳児健康診査の結果など
をどのように活用していくかになってくる．
　調査した結果にもとついて，むし歯の動向をい
かに解析していくかになる．そのシステムをどの
ように組み立て，歯科保健の向上にいかに役立た
せていくかが統計調査を行なった後の問題であろ
う．
4．幼児のむし歯の保健医療体制
　第2次大戦後わが国は，連合軍の占領下におか
れ公衆衛生行政は戦前と大きく変わった．歯科保
健の分野でも新たに歯科疾患予防のための歯科衛
生士が誕生した．また母子保健を中心にして，妊
産婦および乳幼児の歯科健康診査が実施されるよ
うになった．このような公衆衛生活動が，むし歯
の罹患の状態にどのような影響を与えてきただろ
うか．また大学における口腔衛生学，小児歯科学
の研究と診療がどのように社会に影響を与えた
か．そして医療法の改正により小児歯科の標榜が
認められた．そのことは幼児期のむし歯に影響を
与えただろうか．
　昭和40年代前半の幼児の歯科受療率の増加は歯
科医療に大きな影響を与えた．そして歯科医師数
の不足が社会を動かし，歯科大学の新設があいつ
ぎその結果として歯科医師数が増加してきた．そ
して幼児でも歯科受診は容易になり特に急いで受
診しようとする保護者の意識は，だんだん薄らい
できたように思われる．これまではむし歯にもっ
とも影響を与えていると考えられる歯科保健・医
療制度についての評価が忘れられてきたといえ
る．すなわち歯科保健医療制度が，むし歯にどの
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ように影響を与えてきたのかの分析が必要であ
る．
5．う蝕病因論とむし歯減少の疫学的所見
　アメリカでは1970年代から児童を中心にしてむ
し歯の保有率が減少してきた．原因についてフッ
化物が広く応用されてきたとの意見もあるが，い
まだにはっきりとしたことは不明である3）．また
わが国における幼児期のむし歯保有率の減少を分
析するとこれまでの病因論ではたして説明できる
だろうかになる．しかしながらこれまでのむし歯
の減少の実態からはう蝕の病因論に結びつくよう
な所見はえられていない．
　資料の提供をいただいた長野県衛生部保健予防
課，塩尻市保健センターの皆様，また助言をいた
だきました湘南歯科衛生士学校宮入秀夫先生，上
田市村居正雄先生に感謝いたします．資料の整理
に協力いただいた教室の歯科衛生士赤澤守代さん
にお礼申し上げます．
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